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1 ■ 概要

審査会合コメント一覧を以下に示す。
審査会合コメント整理表

今回説明するものでも更なる追加説明が必要なもの
については， STEP4で追加説明を実施する。

審査会合 コメント 回答

① 
． 調基準査適結合果性を踏を判ま断えすた既る工た認めにと必の要相違な調点査を項網羅目的を網に羅整理的にし整て理説明し不す具る合こ事と象。の全容を示すこと。 （第回1答25済9回）． 
② 
． 既工認に立ち返り，設計や工事等の各方面から課題を網羅的に整理した上で対応方法を示す 今回説明
こと。 ・基本方針は第1329回説明済

第1240回
今回説明③ ． 不確かさを考慮して設計すること（局部的に応力集中が起こる可能性も否定できない）。 ・基本方針は第1329回説明済

④ ． 既工認と同様に，設計条件及び評価項目のすべてに対して説明する等検討すること。 今回説明
． 基評価本結方果針は第1329回説明済
・ はSTEP4で説明

第1259回 ⑤ ●, 農努霜査整結理果しからは不六と自 合の全容を確認したことにはならないため，作り直しも含めて対 （嘉闊贔てホす← 。

⑥ ． 鋼製防護壁全体としての構造と施工方法に成立性が見込まれる形で検討すること。 今回説明
・基本方針は第1329回説明済

⑦ ． 地中連続壁を残置する影響については，想定される様々な角度から十分に検討すること。 今回説明
・基本方針は第1329回説明済

第1280回 ⑧ 
． 地盤鵠性新鷹基る礎工追事加計等画について号示至厚辺施塵に与える影響を網羅的に検討すること。ま ・基本改方針良等は第1329回説明済・地盤 の周辺施設への影饗結果は
た， の を綿密に るL- 0 STEP4で説明． 悶盤啓員喜馨房閲施する場負ロには改息土す全内体容が贋定の鷹業度者を有検査していることを麟ずるた ・基本方針は第1329回説明済⑨ のロロ ついて，エ認でホ ， 用前 でホす内容を る← ・地盤改良（薬液注入）試験施工の結果
と。 はSTEP4で説明． 
饂>更t につい開麿悶料なを含評を価整めの説>に］ た2ては，讐 可特能徴性や・弱基点準を適踏合ま性えをて的課確題にを審 今回説明⑩ るベルに え 謂ヽる←と。
に出してッ て ること。

・基本方針は第1329回説明済

第1309回 ⑪ ． 説明スケジュールを明確にすること。 今回説明

⑫ ． 施工性について，施工管理が可能である旨も含めて具体的に説明すること。 （第回13答2済9回）
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1 ■ 概要

審査会合コメントについて，回答概要は以下のとおり。

【耐津波・耐震設計に関連するコメント】

No コメント

② 既羅工的認に整に理立ちし返た上り，で設対計応方や工法事を等ホのす各こ方と面。から課題を網

④ 既て工説認明すと同る様等検に討，設す計る条こ件と及。び評価項目のすべてに対し

⑥ 

＇ 
胃防鷹壁鶴としての構造と施工方法に成立性が見込るで すること。

⑩ 実踏化構し造現たすま変可資える料更能てこ案性課をと整題。に・基つえを網準てい適説羅て具合明的体性すに抽的をるな的出こ評確とし価。てに審のロま査説ジた明でッ，きにク特当をる徴含たレやめベっ弱ルてて点資はにを達料． 

【残置影響評価に関連するコメント】

疇

No 回答概要（2.耐震・耐津波設計方針， 3.耐震・耐津波の評価結果）
． 既工認との相違点（構造設計条件，評価方法甚塁用材料）を比較・整理し
た上各構で造， STEP2で説明した耐津波・耐震に係る 設計方針に基づき実施し
た 部位の照査結果を説明する。

， 
． 構造変更後の防潮堤は，既工認と同様の門型構造であり，荷重伝達メカニズ
ムもほぼ同様であることから，既工認と同様耐津波評価結果により基礎の
仕様が，耐震評価結果により上部エ及び接合部の仕様が確定する。このため，
今回の耐津波評価は，基礎の構造変更であることを考感して地盤のばらつき
ケースは全解析ケースで確認し，耐震評価は地盤が軟化し上部エ・接合部仕
様への影響が大きくなると考えられる解析ケースにて確認した。． 評価の結果下部エ，接合部上部エ，基礎地盤のいずれにおいても許容限
界を満足していることから，構造成立性の見通しを得た。

No コメント

② 既羅工的認に整に理立ちし返た上り，で設対計応方や工法事を笠ホのす各こ方と面。から課題を網

③ 霞確かさ足月l::i性考慮も否し憂吾口几讐因ること（局部的に応力集中がこる可 でい）

⑦ 地様中々連な続角壁度部かをら残十置分すに検る影討響すにるつこいと。ては， 想定される

⑩ 実踏構化し造現すたま変可資える更能料てこ案性課をと整題。に・基つえを準網いて適説羅て具合明的体性すに抽的をるな的出こ評確とし価。てに審のロま説査ジた明でッ，きにク特当をる徴含たレやめベっ弱ルてて点資はにを達料， 

疇

No 回答概要（4.地中連続壁部の残置影響評価）

・防潮堤（鋼製防護壁）の基礎のうち残置する‘‘地中連続壁部’'は，不具合の
全容が把握できておらず良地震・津波荷重に対する耐力が期待できない可能
性があるため， 「地盤改体（薬液注入）」として評価した（「エ認設計モ
デル」による評価）。

• ただし‘‘地中連続壁部’'は事実際はある程度の強度・剛性を有することから
“地中連続壁部’'の不具合 象を整理した上で上部エ・下部エ・接合部への
影響を網羅的に確認した。

； ・地中連続壁部が健全な状態であるものと仮定する場合「中実鉄筋コンクリート部＋地中連続壁部」に発生する断面力は最大となる。その上で，地中連続
壁部には耐力を期待せず，中実鉄筋コンクリートのみに断面力を負担をさせ
ることとし，中実鉄筋コンクリートが十分な保守性（網羅性）を有する設計
とした（「残置影響評価」モデルによる評価）。

• なお，上記の両極端の2つの評価の他度局部的な応力集中が起こる可能性を
考慮し，地中連続壁部の一部区間の強 ・剛性低下を考慮した場合の評価を
行った（「残置影響註価モデルのうち，局部的な応力墾生を仮定したモデ
ル」による評価）。

•以上の評価結果から，防潮堤（鋼製防護壁）に対し，地中連続壁部を残置す
ることによる影響はないことを確認した。

全”“,~ 5
 



1 ■ 概要
審査会合（第1329回）資料
を一部変更

審査会合（第1329回）では， STEP2の基本方針及び構造成立性の見通しについて，地中連続壁部は残置するものの
基礎として使用しない設計とすること，防潮堤基礎の剛性・耐力を確保するため， 「追加基礎（鋼管杭）」及び「周
辺地盤の地盤改良」を取り入れた構造変更を実施し，構造成立性の見通しが得られたことを説明した。今回は， STEP
3の残置影響評価を考慮した構造成立性評価について説明する。

審査会合（第1309回） 審査会合（第1329回） 今回説明範囲

STEP 1 

●構造変更案
の概要

► 構造変更案の概
要（追加基礎・
地盤改良の追
加）

► 今後の説明の流
れ

STEP 2 

●基本方針の設定※1
【耐震・耐津波評価】の基本方針
► 要求性能と設計評価方針
► 検討モデル（鋼管杭，地盤改良，頂版鉄筋コンクリート，地盤バネ
群杭の扱い等）

► 評価フロー，評価項目
► STEP3で示す耐震評価に係る構造成立性の評価方法

【影響評価】の基本方針
► 地中連続壁の残置影響に係る評価ロジック，評価条件，評価方針
及び保守性の整理

► 追加基礎・地盤改良による周辺施設への影響に係る評価項目，
評価方法，周辺施設の詳細情報

【施工性・検査】の基本方針
► 追加基礎・地盤改良の施工方法と設計への反映事項の整理
► 品質確保のための検査項目（品質管理目標）
► 地盤改良（薬液注入）の性能目標，物性値

●構造成立性の見通し
【耐津波評価】の結果※2
► 代表的な応力（断面力最大ケース）による各部の照査

響・---------------------------.. 
: | STEP 3 
~ ●構造成立性
【耐震・耐津波評価】の結果

► 代表的な応力（断面力最大ケース）によ
る各部の照査

【影響評価】の結果
► 代表的な応力（断面力最大ケース）によ
る地中連続壁の残置影響評価

-----------------------------
STEP 4 
●詳細検討結果（補足事項含）
【耐震・耐津波評価】の結果
► 全解析ケースしよる各部の照査

【影響評価】の結果
► 地中連続壁部の残置影響評価
► 追加基礎・地盤改良による周辺施設への
影響評価

【施工性・検査】の確認結果
► 地盤改良物性値（ばらつき液状化強
度）に係る試験確認

令 9,“Z7※1 STEP2で設定した基本方針に基づき構造成立性の確認 (STEP2,3),詳細検討 (STEP4)を実施する。
※2 構造変更する基礎に対して，最も厳しい荷重条件である耐津波時（重畳時）を代表ケースとして見通しを確認する。 6

 



1 ■ 概要 審査会合（第1329回）資料
を一部変更

(1)構造変更の経緯と考え方

・防潮堤（鋼製防護壁）の基礎は，地中連続壁部と中実鉄筋コンクリートを一体化して構築するものであるが，先行して設置した地中連
続壁部にコンクリートの未充填や鉄筋の変形等の不具合を確認した。当該不具合の状況について調査を実施したが，その全容を把握す
ることができなかったことから，不具合が生じた地中連続壁部については，残置するものの基礎として使用しない設計に変更した（審
査会合（第1259回，第1280回））。

・地中連続壁部を基礎として使用しない設計とすることにより，防潮堤基礎の剛性・耐力が確保できないため，その対策として「追加基
礎（鋼管杭）」及び「周辺地盤の地盤改良」を取り入れた構造に変更し，支配的な津波荷重に対して抵抗を期待する構造とすることと
した（審査会合（第1309回））。 （イメージ図）

当初設計

地中連続壁部

地中連続壁部を基礎として
使用しない設計

r-----―' 

→王云］i＇ 
＇ 

追加基礎（鋼管杭）
鋼管杭を追加し，基礎幅を拡
大することで剛性・耐力を高
め，外力に対する抵抗を強化
する。 杭管鋼↑
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｀芦」~ ;L麟譴虚鯰 良 ＿＿＿＿＇ 言唱呼讐ヽ
変形： 大 地盤改良体を設置（考慮）し，

基礎部の変形を抑制し，外力
曲げ剛性EIが当初設計の1/4程度に低減 ・に対する抵抗を強化する。
曲げ剛性＝ E（ヤング係数） XI （断面二次モーメント）

Km Km 

Km 地盤改良(m I I Km 
（薬液注入）

（イメージ図）

注）審査会合（第1280回）において「中実鉄筋コンクリートの構造変更」も対策の候補として示したが，
超重量の鋼材を地下深部へ運搬することが困難であること，厚手鉄板の現地溶接が困難であることから採用しないこととした。

Km 
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1 ■ 概要 審査会合（第1329回）資料
を一部変更

(2)構造変更の概要（追加基礎と地盤改良）

・基礎の拡幅により剛性・耐力を高めるため，基礎の東西側に鋼管杭（杭頭部は巻立て鉄筋コンクリートにより補
強）を設置するとともに，頂版鉄筋コンクリートを鋼管杭の範囲まで拡幅し，基礎構造として一体化させる。

・基礎の応答を低減させるため，基礎周辺地盤の液状化対象層に地盤改良（薬液注入）を実施する（既実施範囲を
拡幅して改良）。

・基礎の西面には，基礎の変形抑制を目的として周辺地盤の浅層部に地盤改良（セメント系）を実施する。
注）改良範囲については，既設構造物との干渉及び施工性を考慮して範囲を設定

・残置する地中連続壁部は鉄筋コンクリートであるものの，強度を期待せず，評価上は地盤改良体（薬液注入）と
して扱う。

← 

~," 

睾
1
|
」

攣

＿＿

』
』

＝

胃

¥'. 
｀ゞジへ戸r←こク

平面図（改良範囲図）

凡例
既実施地盤改良体（セメント系）

， ！にコ 地盤改良体（セメント系）
¥ I 

—土ー」 こコ 既実施地盤改良体（薬液注入）

- : • I ［ニコ 地盤改良体（薬液注入）
〇 鋼管杭

Z乙 巻立て鉄筋コンクリート

*T. P.+20.00 

*T. P.+15.00 

*T. P.+10.00 

アンカーボル
（接合部）

上

／中詰鉄筋コンクリート

卜

J:: 

卜

一
楽液注ィヽ ／

士ヽ埼壁ー・ ...... 

北基礎断面図 ((A)-(A)断面）
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1 ■ 概要
審査会合（第1329回）資料
を一部変更

(3)既エ認との比較 青字は，既工認から変更した個所

既工認※ 構造変更

：堤内側

堤外側

概略図

欝訪II
：堤内側

堤外側

南基礎

鋼製防護壁
鋼製防護壁拡幅部
（鋼殻） 止水ジョイ ント部①

鋼製防護壁

北基猫

D．巻立て鉄筋コンクリート

地中連続壁基磋断面図

中詰鉄筋
コンクリート

悶
s群
函

•

—

• 

ジベル鉄筋は

設置しない
9 9`99 9‘``999999ヽ 9999`9999

鋼製防護壁基礎断面図

注記）青字は，既エ認から追加

上部エ

接合部

下部エ

・鋼製防護壁
・中詰鉄筋コンクリート
・根巻鉄筋コンクリート
．止水ジョイント部

・アンカーボルト

．頂版鉄筋コンクリート
・地中連続壁基礎（A．中実鉄筋コンクリートとC．地中連続
壁をジベル鉄筋により一体化した構造）

同左

周辺地盤

基礎地盤

第四系（地盤改良なし）

久米層（岩盤）

同左

．頂版鉄筋コンクリート
・複合基礎（A．中実鉄筋コンクリート， B.鋼管杭， D.巻
立て鉄筋コンクリート）
・C.地中連続壁部は構造部材として考慮しない

第四系（地盤改良あり）

同左

令 "“Z7
注記） ※ 平成30年10月18日付け原規規発第1810181号にて認可された工事計画（以下， 「既工認」という。）， 



1 ■ 概要

(4)構成部位の基本仕様

部材名

鋼製防護壁

中詰鉄筋コンクリート

根巻鉄筋コンクリート（非構造部材）

上部エ
止水シート

止水ジョイ
ント部①

鋼製アンカー

止水ジョイントの鋼製防護部材

止水ジョイ
鋼製防護壁底部止水機構

ント部②

接合部 アンカーボルト

頂版鉄筋コンクリート

下部エ 中実鉄筋コンクリート

鋼管杭

巻立て鉄筋コンクリート

①地盤改良体（セメント系）

地盤
②地盤改良体（薬液注入）

基礎地盤

令 99“Z乃

審査会合（第1329回）資料
を一部変更

仕様

鋼材 : SM490Y, SM570, SBHS500, SBHS700 

コンクリート：広＝50N/mm五鉄筋： 5D390,5D490 

コンクリート：fc欠＝24N/mm2,鉄筋： 5D345

遮水シート，土木シート (2重）により構成される。

S5400 : M20 

扉体，扉部ヒンジ，ワイヤーロープ等により構成される。

止水板，シートジョイント，保護プレート，止水板押え等によ
り構成される。

SM520相当

コンクリート：応＝50N/mm2
鉄筋： 5D390,5D490, 5D685 

コンクリート：r:k== 50 N/mmら鉄筋： 5D390,5D490 
鋼管杭¢1500mm (SBHS500), t == 50mm 

コンクリート： fc欠＝50N/mm2,鉄筋： S0390,S0685 

流動化処理工法：設計用一軸圧縮強さ1.5N/mm2 
高圧噴射撹拌工法：設計用一軸圧縮強さ1.0及び3.ON/mm2 

超多点注入工法（砂・礫賀土対象）

久米層

青字は，既エ認から新たに採用した材料仕様

10 



1 ■ 概要

(5)新たに採用した材料の適用性について

部材名 新材料の仕様

頂版鉄筋 コンクリート：fc欠＝50N/mm2
冒 1鉄筋： SD685，の51mm

巻立て鉄 コンクリート：応＝50N/mm2

詞ク 1鉄筋： SD685，の51mm

鋼管杭
鋼管杭¢1500mm (SBHS500), 
t ==50mm 

適用性（規格基準類）

・コンクリート標準示方書（（社）土木学会， 2022)では，圧縮強度の特性値が80N/m而以下のコ
ンクリート，引張降伏強度の特性値が685N/mm2までの鉄筋を適用範囲としている。

•鉄道構造物等設計標準・同解説（国土交通省鉄道局 監修・鉄道総合技術研究所 2023)で
は，コンクリートの圧縮強度の特性値が18N/m而以上80N/mm2以下を，軸方向鉄筋はSD295~
SD685,横方向鉄筋はSD295~SD685で直径4mm~51mmの鉄筋を適用範囲としている。
・鉄筋SD685が設計基準強度50N/mm2のコンクリートに対する付着強度については，コンクリー
ト標準示方書及び鉄道構造物等設計標準・同解説における鉄筋の定着長の確認式において問
題ないことを確認済み（資料1-2P.10参照）。

・道路橋示方書・同解説 (I共通編 1V下部構造編，社団法人日本道路協会，平成24年3月）
では鋼管杭は，JISA 5525の規格 (SKK400,SKK490)に適合するものを標準とし，規定以外
の鋼管杭でも所要試験を実施して本規定に定められた鋼管杭と同等以上の性能を有すること
が確認された場合には用いても良いとしている。

• SBHS500 (JIS G 3140(2011)の鋼管杭の製作においては，所要試験（溶接施工試験（開先溶接
試験），材料検査（母材，溶接材）等を実施し，JISA 5525規格の鋼管杭と同等の性能を有
することを確認する。
・当該材料の許容応力度設計は， 土木学会の「新しい高性能鋼材の利用技術調査研究報告書～
SBHS500(W), SBHS700(W)の設計・制作ガイドライン（案） （平成21年11月5日）」 に基づき実施
する。
・既工認においては他施設でもSBHS500の鋼管杭を用いた施工実施がある。
【東海第二発電所におけるエ認審査実績】
► V-2-2-12 緊急時対策所用発電機燃料貯蔵タンク基礎の地震応答計算書
► V-2-2-13 緊急時対策所用発電機燃料貯蔵タンク基礎の耐震性についての計算書
► V-2-10-2-4 構内排水路逆流防止設備の耐震性についての計算書
► V-3ー別添3-2-3 構内排水路逆流防止設備の強度計算書
► 【補足ー60-1】5.19耐震及び耐津波設計における許容限界について

一以上より，新たに採用した材料について規格基準による適用性を確認した。

全 9,，，，，zz 11 
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概要 審査会合（第1329回）資料
を一部変更

Eコ
r----
I 

’―---』

゜血

凡例
既実施地盤改良体（セメント系）

地盤改良体（セメント系）

既実施地盤改良体（薬液注入）

地盤改良体（薬液注入）

鋼管杭

巻立て鉄筋コンクリート

断面位置図 (a)-(a)断面図 （鋼管杭は「投影」して記載。）

← 
*T.P.+20.00 

*T.P.+15.00 

*T.P.+10.00 

• T. P. +5.00 

• T. P.土0.00

Km 

」 ＜ 
*T.P.+20.00 

*T.P.+15. 00 

東側
► 
吾士

ト
―

Km Km 

(b)-(b)断面図 (c)-(c)断面図

令 99“Z7 12 
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2.耐津波・耐震設計方針
2 -1.耐津波設計方針
2-2.耐震設計方針

13 



2 -1.耐津波設計方針 審査会合（第1329回）資料
を一部変更

(1)耐津波設計手法の概要 (1/3)
耐津波設計手法の全体について，既エ認との比較表を以下に示す。 仁：既工認からの主要な変更箇所

項目 I 内容
計算機プログラム
（解析コード）

耐津波解析手法

皆重ケース

既工認※1（設計変更前）

Engineer's Studio ver.6.0.4 

今回申請（基礎の追加＋地盤改良）

Engineer's Studio ver.11. 0. 0 

備考

三次元静的フレーム解析 同左
接ム部は三次元オ
料]F線形解i斤
(COM3)でも評価

重畳時 ＿ロ

モデル

※2 下部構造は，
縦梁（構造弾性
梁）と横梁（仮想
剛梁）で構成

構造物の
モデル化

耐
津
波
解
析

材料物性

・上部構造及び下部構造（中実鉄筋コンクリー
ト）については同左
・増設する下部構造（鋼管杭，巻立て鉄筋コンク
リート）は線形梁要素

• さらに，頂版鉄筋コンクリートを平板要素にて
モデル化する。

旦`言塁塁塁こだI層塁言言``二
モデル 非線形地盤バネ要素

• '+'夫欽肋コンクリート周面の
は，同左（地盤改良体含む） ※3
・鋼管杭背面の地盤バネ（面直バネ）については
群杭効果を考慮，さらに地盤改良体（セメント
系）を考慮し反力上限値を設定
・鋼管杭同士及び中実鉄筋コンクリートの間には
、士浩バネた知

地盤の
モデル化

解析用
地盤物性

※3 地中連続壁
部は非液状化地盤
としてモデル化

原地盤の土質試験等に基づき設定したものとして「v-
2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」にとりまとめた
物性値に基づき，以下のとおり地盤バネを設定する。
・地盤バネ1:初期せん断剛性，ピーク強度
・地盤バネ2：静弾性係数，残留強度（平均ーla)}I津波時
・地盤バネ3：地表面最大加速度ケース

：譴雷：馨夏翌詞謬ら ］ I重畳時
地盤反力上限値を考慮したバイリニア型

同左

同左

令 9’“Z ※1 既工認の添付書類「V-3ー別添3-2-1-1 防潮堤（鋼製防護壁）の強度計算書」 14 
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2-1．耐津波設計方針

(1)耐津波設計手法の概要 (2/3)

項目 l 内容 既工認幻（設計変更前）I 

津波時： G+P+Pげ Pげ Ps

荷重組合せ
重畳時： G+P+Pt：+積K載s荷d+重P， s 
G ：固定荷重， p 
pt：遡上津波荷重， Pc：衝突荷重，
Ps：積雪荷重， K sd：余震荷重

固定荷重 躯体自重

積載荷重 機器配管自重（スクリーン室クレーン）

遡上津波荷重
基準津波及び敷地に遡上する津波による
水平波圧

衝突荷重 0.69 tの車両の漂流物荷重
荷重の 積雪荷重 30 cmの積雪を考慮（地上部）
吾叔/1,疋......, 

津波時は海からの風荷重は受圧面となる防潮壁

風荷重
には作用しない。また，陸からの風荷重は考慮
しない方が保守的である。したがって，風荷重
を考慮しない。

余震荷重
弾性設計用地震動Sd-D 1による余震荷重と
して，慣性力，動水圧及び応答変位

余震 地震応答解析手法 一次元地震応答解析（FLIP)

荷重 入力地震動 弾性設計用地震動Sr1-D1
の 地盤物性の 豊浦標準砂を含む検討ケース①～⑥の計6パター
設定 ばらつき ンを考慮

審査会合（第1329回）資料
を一部変更
I 

仁：既工認からの主要な変更箇所

今回申請（基礎の追加＋地盤改良） 備考

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

下記の検討ケ＿ス①～⑥のうち，液状化パラ ※4 周辺地盤に地盤

メータ非適用組のケースを採用する。
改良体（薬液注入）
を設置するため。

※1 既工認の添付書類「V-3ー別添3-2-1-1 防潮堤（鋼製防護壁）の強度計算書」

令 9,，，，，zzレ

ばらつきを
ばらつきを

のせん

ばらつきを
ラメータを
ラメータを

号
化強度特性

15 



2 -1.耐津波設計方針

(1)耐津波設計手法の概要 (3/3)

審査会合（第1329回）資料
を一部変更
l 

ヒコ：既工認からの主要な変更箇所

項目 内容 既工認約（設計変更前） 今回申請（基礎の追加＋地盤改良） 備考

要求性能

材料物性

評
価

設計基準対象施設
・構造強度（各構造部材／基礎地盤）
・支持性能（各構造部材）

・芸裔剛聘巴
道路橋示方霞コンクリート標準示方書及び道路土エカル
バートエ指針し基づき，以下の材料に対する許容限界を設定
・コンクリート：設計基準強度 40N/mm2または 50N/mm2 
•主鉄筋 ：SD490 
・せん断補強筋： SD3.~Q
■鋼材及びアンカーホルト
道路橋示方書，鋼構造物設計基準，土木学会のガイドライ
ンに基づき，以下の材料に対する許容限界を設定
・鋼材 ：SM490Y, SM570, SBHS500, SBHS700 
・アンカーボルト： SM520相当

同左

■鉄筋コンクリート※5
・コンクリートについて，設計基準強度を50N/mm2 
に統一
•主鉄筋： 5D490, 5D685 
・せん断補強筋： 5D390

■鋼材及びアンカーボルト
鋼材，アンカーボルトについては，同左

■鋼管杭
土木学会のガイドラインに基づき，以下の材料に対
する許容限界を設定
・鋼管杭 ：SBHS500 

※5 残置する
地中連続壁部は

鉄筋コンクリー

トであるものの，

その強度に期待

せず，評価上は

地盤改良体（薬

液注入）として

取り扱う。

許容限界

■構造弘，文
・各構造部材：津波時，または重畳時／短期許容応力度
・基礎地盤：津波時または重畳時／極限支持力度
■支持性能
•各構造部材：津波時，または重畳時／短期許容応力度
■止水性
•各構造部材：津波時，または重畳時／短期許容応力度
・基礎地盤：津波時，または重畳時／極限支持力度
．`止水ジョイント：津波時，または重畳時／有意な漏洩が生じな

い変膨旱

同左

そ
の
他

地盤改良体の
評価

道路橋示方書・

同解説（I共通
編・ N下部構造
編）及び耐津波設

計に係るエ認審

ガ ‘‘

※1 既エ認の添付書類「V-3ー別添3-2-1-1 防潮堤（鋼製防護壁）の強度計算書」

地盤改良体（セメント系） ：すべり安全率1.2以上

令 9’“Z万 16 
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ー
■ 耐津波設計方針

審査会合（第1329回）資料
を一部変更

(2)耐津波設計に係る評価フロー

く本震時 ＞

下
部
エ

(
R
C
＋
鋼
管
杭
基
礎
）

OK 構造変更をモデル

に反映した
•ー・ー・一．＿．

上
部
エ
（
鋼
製
防
護
壁
）

耐津波評価に係る評価フローは既工認と同様であり，
構造変更をモデルに反映して解析を実施する。

耐津波設計

【討価項目】
• RC十鋼管杭基礎の照査
・鋼製防護壁の照査

x ..な̂ "
一 "゚m.. 
'“'・"' 

…---1界芯： I
よる応答値

クの影害） 【訊確眉項目】

・鋼製防護壁の照査

ー・一．＿ I• ー・—._

接
合
部

【評価項目】
・接合部（アンカーポルト，
コンクリート）の照査

11i1げ

ーエ4毛考一
•ヽ S T‘Y 

Iエ下らな士訳 1

【評価項目】
・接合部（アンカーボルト，
コンクリート）の照査

曲げ

" ， ．． 
9: 

9-

iこ
I I・! rl"•• 
I 
I 

I 
I 

ト 9 9 •口瓢 9 l 9 9一“'
L-------------

に反映した
•ー・ー・ー ・ ー・ー・ー・

【疇項目】
• RC十鋼管杭基礎の照査
・鋼製防護壁の照査

_..,,x 

` Y 

|==;7年一賃 1
【訊項目】
・接合部（アンカーポルト，
コンク リート）の照査

曲げ

注記） ―-ー 解析データの受渡しを示す
ENO 

令”“,~ 17 



2 -1.耐津波設計方針 審査会合（第1329回）資料
を一部変更

(3)耐津波設計モデルの概要
耐津波設計モデルの基本的な考え方は，既工認と同様であり，構造変更として追加する鋼管杭（巻立て鉄筋コンク
リート含む），地盤改良体（セメント系及び薬液注入）については，以下のとおり三次元フレームモデルに反映して
解析を実施する。 • 

■三次元フレームのモデル概要 津波荷重

頂版鉄筋コンクリートを
平板要素にてモデル化

地盤改良体（セメント系及び薬液注入）
を考慮して地盤バネを設定

地盤改良体（薬液注入）
を考慮した余震荷重
を入力

下部エ
（鋼管杭＋中実鉄
筋コンクリート）

H

V
 

k
k
 

鋼管杭及び
巻立て鉄筋コンクリート
を線形梁要素にてモデル化 中実鉄筋コンクリートのみ／／

の断面性能を考慮
基礎（北側）

が 法線方向地盤バネ

"卜 せん断方向地盤バネ

【解析モデル（イメージ）図】 （津波と余震の重畳時）

青字は，既工認から変更した個所

令”“,~ 18 



2 -1.耐津波設計方針

(4)耐津波設計モデルにおける地盤バネ (1/2)
耐津波設計の三次元フレームモデルに用いる地盤バネは， 「道路橋示方書・同解説 IV下部構造編（平成14年3
月」に準拠し，地盤反力上限値を考慮したバイリニア型として設定することを基本とする。

①基礎一般部の地盤バネ配置

中実鉄筋
コンクリート
髯造梁

上部エ
（鋼製防護壁）

下部エ
（中実部＋鋼管杭）

三次元フレームモデル

応答変位

｝
 

• I VIII'‘I V ●,  vm 

基礎前面 基礎側面

②中実部底面及び鋼管杭下端の地盤バネ配置

守実鉄筋 鋼管杭¢1500
,..lクリート

構造梁

中実部底面 鋼管杭下端

全 ”“Z7 19 



2 -1.耐津波設計方針

(4)耐津波設計モデルにおける地盤バネ (2/2)
地盤バネの算定方法について，基礎前面 (T.P.-6.0m以深）の事例を示す。

鋼管杭

10. 70m x 10. 70m 
基礎前面

道示恥の設定（■P-1，■P-3)

記号

（ばね色）

■P-1 

■K-1 

■P-2 
■RC-2 

’ ■P-3 
！ 
l 
＇ 

I ■K-2 

・道路橋示方書（ I共通編・ N下部構
造編） ・同解説（日本道路協会，平
成14年3月）に基づき，水平方向地盤
反力係数として算出

・地盤の変形係数Eりま，原地盤の物性
試験結果に基づき，津波時及び重畳
時における剛性低下等を考慮して適
切に設定

令 9,，，，，z

注）道路橋示方書を‘‘道示’'と表示

I 

換算載荷幅 地盤反力上限値
設定面 区分

(m) 
地盤反力係数等

の有無
その他

I 

面直（外向き）
1. 498 

道―畠参 有 群杭の低減考慮
（鋼管杭外径） （下ホ 照）

東西 面直（内向き）
中間部1.800 連結バネとして

祖‘̀‘‘ 
仮想ケーリン断面

端部1.649 設定（下記参照） 考慮

水平・鉛直
同上 道（示下K記sH参•照Ks v ） 有 同上(P-2のみ）

せん断

南北
1. 198 

道―信面直 （鋼管杭外径 （ホ下 参照） 有
端部のみ xo. 8) 

南北 面直
1.320 連結バネとして

知‘̀‘‘ （鋼管杭間） 設定（下記参照）

道示KsH,知の設定（■P-2，■RC-2)
・道路橋示方書 (I 共通編• IV下部構
造編） ・同解説（日本道路協会，平
成14年3月）に基づき，水平及び鉛直
方向せん断地盤反力係数として算出

・地盤の変形係数E。は，原地盤の物性
試験結果に基づき津波時及び重畳
時における剛性低下等を考慮して適
切に設定

連結バネの設定（■K-1，■K-2)
・鋼管杭同士または鋼管杭と中実鉄筋
コンクリートを接続するバネとして，
接続部に充填される地盤材料と充填
範囲を考慮して理論的に算出

・地盤の変形係数E。は，原地盤の物性
試験結果に基づき，津波時及び重畳
時における剛性低下等を考慮して適
切に設定

20 



2 -1.耐津波設計方針

(5)耐津波設計における検討ケース

STEP3（構造成立性）で考慮する耐津波設計における検討ケース選定の考え方を以下に示す。

．既工認の耐津波評価においては，地盤のばらつきケースを地盤バネ1~5で実施している。
・構造変更後の防潮堤は，既工認と同様の門型構造であり，荷重伝達メカニズムもほぼ同様であることから，既

工認と同様耐津波評価結果により基礎の仕様が確定する。

•今回は基礎の構造変更であることから，基礎の仕様を確定する耐津波評価に当たっては， 地盤のばらつきケー

スを全ケースで実施し確認した（評価で用いる津波は「敷地に遡上する津波」） 。

・耐津波評価における地盤のばらつきケースを以下に示す。

構造成立性評価に係る耐津波評価の地盤のばらつきケース

地盤摩ばらつき 1

ース 地盤バネ定数 地反般芳上バネ限値の 津波

］ 
地盤バネ1 初期せん断剛性から設定 ピーク強度（平均）から設定

地盤バネ2 静弾性係数から設定 残留強度(-1a)から設定

農地盤バネ3 嗜嘉霞寵翫鰐
ピークか強ら度設定（平均） 「敷地に遡上

する津波」

旦地盤バネ4 疇霜薗讐鰭癸匹 同上
の

＇ 
地盤バネ5 余胃閃闊界児蒻砂茫 同上

令 ”及“、9 21 



2-2．耐震設計方針

(1)耐震設計手法の概要 (1/3) 

審査会合（第1329回）資料
を一部変更

耐震設計手法の全体について，既工認との比較表を以下に示す。 Eコ：既工認からの主要な変更箇所

モデル

構造物のモデル化

材料物性

上部構造及び下部構造は，線形梁要素※2

道路橋示方書，コンクリート標準示方書及び道路土
エカルバートエ指針に基づき鉄筋コンクリート（下
部構造）のヤング係数等を設定
設計基準強度： 40N/rmn2または 50N/mm2 

道路橋示方書，鋼構造物設計基準に基づき鋼材（上
部構造）のヤング係数等を設定

上部構造及び下部構造（中実鉄筋コンクリート）
については，同左
増設する下部構造（鋼管杭，巻立て鉄筋コンク
リート）も，線形梁要素としてモデル化
また，鋼管杭の増設に伴い頂版鉄筋コンクリート

ごユ．＇111111 彫111111 逗凪．1- とkL,,l
鉄筋コンクリート（下部構造）については，
設計基準強度を50N/mm2 に統—※3

鋼材（上部構造）については，同左
撞設する鋼管杭（下部構造）については，道路橋
ホ方書に基づきヤング係数等を設定

※2 下部構造
は，縦梁（構
造弾性梁）と
横梁（仮想剛
梁）で構成

※3 施工時に
圧縮強度試験
を行い，強度
を確認する

減衰定数 1鉄筋コンクリート： 5%，鋼材： 3％ については，同

モデル

地盤のモデル化

地盤物性の
ばらつき

地下水位設定

令 99“Z7

同左※4
2次元FEMモデル（マルチスプリング要素及び間 地盤改良体（セメント系及び薬液注入）もモデル
隙水要素） 1化する（既設の地盤改良体も考慮）

原地盤の土質試験等に基づき設定したものとして
「V-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」にと
りまとめた物性値を用いる。
デル (H-Dモデル）

豊浦標準砂を含む検討ケース①～⑥の計6パターン
を考慮（検討ケース①～⑥の詳細は本資料の15頁
Iー吾
'-P 

地表面

同左

司左

同左

同左

※4 地中連続
壁部はマルチ
スプリング要
素にて非液状
化地盤として
モデル化

※1 既工認の添付書類「V-2-10-2-2-1 防潮堤（鋼製防護壁）の耐震性についての計算書」 22 



2-2.耐震設計方針 審査会合（第1329回）資料
を再掲

(1)耐震設計手法の概要 (2/3)

項目 内容 既工認約（設計変更前） 今回申請（基礎の追加＋地盤改良） 備考

荷重組合せ

I
I
II
 

地

震

応

答

解

析

①

地

震

応

答

解

析

②

（
下
部
構
造
評
価
用
）
（
上
部
・
接
合
部
構
造
評
価
用
）

荷重の設定

地震応答解析における
境界条件

入力地震動の
算定法

固定荷重

積載荷重

地震荷重

積雪荷重

風荷重

水平・鉛直

G+P+K□ Pげ PK
G ：固定荷重，p ：積載荷重
Ks：地震荷重， Ps：積雪荷重
pk ：風荷重

躯体自重

機器配管自重（スクリーン室クレーン）

基準地震動Ssによる荷重

30 cmの積雪を考慮（地上部）

風速30misの風圧力を考慮（地上部）

側方：粘性境界

底面：粘性境界
地盤と構造物の接合面：ジョイント要素

地震応答解析①にて算定した南北基礎天端の
時刻歴応答変位により設定※5

同左

左
一
左
下
言
＿
左

同

同

同

同

同

同左

同左

※5 下部構造との
接合部を固定点（強
制変位入力箇所）と

計算機プログラム（解析コード） 同左

地震応答解析手法

モデル

TDAP皿Ver.3.08 

三次元動的フレーム解析
（南北基礎の支持条件の違いによる3次元的
な挙動を設計において考慮（水平二方向））

上部構造は，格子状に配置した線形梁要素

道路橋示方書，鋼構造物設計基準に基づき鋼
材（上部構造）のヤング係数等を設定

同左

同左

地震応答解析②にお
ける荷重組合せや荷
重の設定については，
地震応答解析①と同
条件とする。

。
材料物性 同左

減衰定数 l鋼材： 3% 同左

※1 既工認の添付書類「V-2-10-2-2-1 防潮堤（鋼製防護壁）の耐震性についての計算書」

令 99“Z7 23 



2-2.耐震設計方針

(1)耐震設計手法の概要 (3/3)

審査会合（第1329回）資料
を一部変更
I 

Eコ：既工認からの主要な変更箇所
項目 内容 既工認※1（設計変更前） 今回申請（基礎の追加＋地盤改良） 備考

要求性能

応
力
照
査

材料物性

設計基準対象施設
・構造強度（各構造部材／基礎地盤）
・支持性能（各構造部材）
・止水性（各構造部材／基礎地盤／止水ジョイント）

■鉄筋コンクリート
道路橋示方書＿，コンクリート標準示方書及び道路土エカル
バートエ指針に基づき，以下の材料に対する許容限界を設定
・コンクリート：設計基準強度 40N/mm2または 50N/mm2 
•主鉄筋 ：SD490 
・せん断補強筋： SD390
■鋼材及びアンカーボルト
道路橋示方書，鋼構造物設計基準，土木学会のガイドライン
に基づき以下の材料に対する許容限界を設定
・鋼材 ：SM490Y, SM570, SBHS500, SBHS700 
・アンカーボルト： SM520相当

同左

■鉄筋コンクリート※6
・コンクリートについて，設計基準強度を
50N/mm2に統一
・主鉄筋： SD490,SD685 
・せん断補強筋： SD390

■鋼材及びアンカーボルト
鋼材及びアンカーボルトについては，同左

※6 残置する
地中連続壁部
は鉄筋コンク
リートである
ものの，その
強度に期待せ
ず，評価上は
地盤改良体
（薬液注入）
として取り扱■鋼管杭

土木学会のガイドラインに基づき，以下の材料 Iう。
に対する許容限界を設定
・鋼管杭 ：SBHS500 

許容限界

■構造強度
•各構造部材： Ss／短期許容応力度
・基礎地盤： Ss／極限支持力度
■支持性能
•各構造部材： Ss／短期許容応力度
■止水性
•各構造部材： Ss／短期許容応力度
・基礎地盤： s／極限支持力度
・止水ジョイント： 5り／有意な漏洩が生じない変形量

同左

＇ 
地盤改良体の
評価

道路橋示方書・
同解説(I共通
編 •W下部構造
編）及び耐津波
設計に係るエ認
審査ガイド

※1 既エ認の添付書類「V-2-10-2-2-1 防潮堤（鋼製防護壁）の耐震性についての計算書」

地盤改良体（セメント系）：すべり安全率1.2以上

令 i'，，，，Z 24 



2
 
2. 耐震設計方針 審査会合（第1329回）資料

を一部変更

(2)耐震設計に係る評価フロー

＜ 

下
部
エ

(
R
C
＋
鋼
管
杭
基
礎
）

地震応答青計析モデルの[9lA-A'断直

［評価項目】

• RC十鋼管杭基礎，基礎地盤の照査
・基礎天端の変位時刻歴
・鋼製防護壁の最大水平加速度

...呵 11111 I. 

•ー・ー・ー ・ ー ・ ー・ー ・

上
部
エ
（
鋼
製
防
護
壁
）

耐震評価に係る評価フローは既工認と同様であり，
構造変更をモデルに反映して解析を実施する。

［三：

OK 

t 
・田... 

7竃ユ
會"’’"賣．

【評価項目】
• RC十鋼管杭基礎の照査
・鋼製防護壁の照査

【評価項目】

• RC十鋼管杭基礎の照査
・鋼製防護壁の照査

4.. --今～尋載
農櫨蛉●●

1...・ 

------1 品で品 I 
よる応答値

クの影琶） 【訊確面項目】

・鋼製防護壁の照査

•ー・ー・ー・一・一

接
合
部

【評価項目】
・接合部（アンカーボルト，
コンクリート）の照査

111111 

、よ

Sヽy-r-y 

1=E芦 三llt| 
【評価項目】
・接合部（アンカーボルト，
コンクリート）の照査

曲げ

ご
Sv'r-y 

|＝芯？字 五 I
【評価項目】
・接合部（アンカーボルト，
コンクリート）の照査

／曲げ

注記） ー一ーーー 解析データの受渡しを示す

全 9,，，，，z 25 



2-2. 耐震設計方針
鋼製防護壁＼＼ 切取↑再逗切 中実鉄筋コンクリート

I A 
杭

一(3)耐震設計モデルの概要 (1/2)
耐震設計モデルの基本的な考え方は，既工認と同様であり，以下
のとおり， 2次元FEMモデル（右図の3断面）を作成した上で，
動的有効応力解析法による地震応答解析を実施する。

【解析モデル作成におけるポイント】

・地層の不陸を反映した本震時の鋼製防護壁基礎の挙動を動的に評

価する。

・地盤の有効応力の変化に伴う影響を反映するため地盤ー構造物の

連成モデルに対して二次元動的有効応力解析法を適用する。

・中実鉄筋コンクリート，鋼管杭，頂版鉄筋コンクリート，鋼製防

護壁は線形梁要素，地盤はマルチスプリング要素でモデル化する

（下部エの詳細なモデル化については次頁参照）。

・鋼製防護壁は構造弾性梁として配置する。

．既設護岸や既設構造物は，防潮堤本体の挙動と相互作用があると

考えられることから，線形梁要素でモデル化しその影響を考慮す

る。

)―-
にエコ’

一

、
9
t
J

9

1
」

竺
言
百
]

C

a

(b) 

断面位置図

鋼製防護

中実鉄筋
コンクリート

【解析モデル】
((c)-(c)断面）

| 1 1 1 | 1 1 1 1 1 | l | | | l 1 | l | 1 | | 1 | 1 1 | 1 | | | | | 1 

令"“,~ 26 



2-2．耐震設計方針

(3)耐震設計モデルの概要 (2/2)

審査会合（第1329回）資料
を一部変更

耐震設計モデルの基本的な考え方は，既工認と同様であり，構造変更として追加する鋼管杭（巻立て鉄筋コンクリート含む），
地盤改良体（セメント系及び薬液注入）については，下部エの解析モデルに反映して解析を実施する。

■下部エのモデル概要
追加する鋼管杭（巻立て鉄筋コンクリート含む），地盤改良体
（セメント系及び薬液注入）についてモデル化する。

奪 一・
t 

写
l l l l l, 
！ 
L---

中実鉄筋コンクリートのみ
の断面性能を考慮

既実施地盤改良
（薬液注入）

全"“,~

頂版鉄筋コンクリートを
線形梁要素（水平）にてモデル化

既実施地盤改良体（薬液注入）

鋼管杭を
線形梁要素（鉛直）
にてモデル化

地中連続壁部は
モデル化しない

【解析モデル図】
((A)-(A)断面）

青字は，既工認から変更した個所

■上部工のモデル概要
解析モデルは既工認と同様とする。
下部エの構造変更を踏まえた変位時刻歴及び水平震度を入力し
て再解析を実施する。

剛梁
（区遠中心と璧芯との偏芯を考慮）

支点

湛観中心） 変位時刻歴

（並進3成分）

令

変位時刻歴入力による

動的解析

芯との儡芯を考慮）

り
） 

水平震度による静的解析

（初期応力として考慮）

27 



2-2.耐震設計方針

(4)耐震設計における構造物のモデル化 (1/3)

①耐震評価モデルの概要
防潮堤（鋼製防護壁）の耐震評価においては， 2次元FEMにより周辺地
盤を精緻にモデル化した上で，液状化検討対象層の有効応力の低下を考慮し

た地震応答解析を実施する。
一方，構造変更により追加された鋼管杭は，頂版鉄筋コンクリートに剛結
されることで中実鉄筋コンクリートと一体で外力に抵抗する支持形式であり，
耐震評価においては， a～ C断面の相互作用を適切に考慮した上で基礎の照査
を実施する必要がある。
以上を踏まえ，防潮堤（鋼製防護壁）の耐震評価においては奥行き方向に
連続する複数断面を重ね合わせた解析モデルを採用している。以下にモデル
図を示す。

地

C-c断面

b-b断面

a-a断面

b-b断面と同様

C_C断面と同様

各解析断面位置（汀線平行）

r 
I 

|¥ 

［ 
且

‘‘̀ 

＼ 

--
r‘‘ 

鋼製防護壁上部エ

＼ 

＇ I ， I I I , ' l ＇ l | l 

I 
I I l 

． 

一

． 

/― ―¥ V― 
r----

b-b断面

令 9’“Z`レ ※ 地中連続壁部は地盤改良体（薬液注入）として扱う

」

地中連続壁部
（地盤）
（ソリッド要素）

I 

＇ 
／ 

I ， I I I 

よ、． 

＇` 

1、
一

寸可

ヘ —---—· ビ

---I 

柔梁

ー 中実鉄筋コンクリート

一 頂版鉄筋コンクリート

一 巻立て鉄筋コンクリート

一 鋼管杭

構造梁 剛梁

a-a断面

c-c断面
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2-2.耐震設計方針

(4)耐震設計における構造物のモデル化 (2/3)

②各解析断面内における境界条件
有効応力解析においては，地盤と
構造物の接合面にジョイント要素を
設けることで，接合面における剥離
及びすべりを考慮する設計方針であ
る。
各解析断面におけるジョイント要
素の配置について示す。

引張

法線方向

直応力

令 99“Z乃

せん断方向

せん断応力

すべり

すべり

せん断
ひずみ

r ・-・ 
I 

＼ --］ 

ヽ

＼ 

― ―̀ 

~ ~ ~ ~ 

‘‘‘ 

c-c断面
b-b断面

a-a断面

b-b断面と同様

c-c断面と同様

各解析断面位置（汀線平行）

※ 地中連続壁部は地盤改良体（薬液注入）として扱う

II 
II 

I II ／ 

-」 I I II I 

」
し . l 
--- rr - 曾っ亭· ー ヽ — .- •- r · ·-. • -... —· .... ← 

'..-言 -....r -——. 

； 

LJ 、
-n 

V― l ＼ ／ ， ―¥ 
一

一 -----
b-b断面

ジョイント要素

a-a断面

C-c断面
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2-2. 耐震設計方針

(4)耐震設計における構造物のモデル化 (3/3)

③各解析断面奥行き方向の接続
耐震評価においては，奥行き
方向に連続する複数断面の相互
作用を考慮するため，以下のと
おり接続条件を設定する。

各断面は防潮堤の全基礎幅に
対し，各奥行き幅の比率に応
じた等価物性を有する断面と
して，地震応答解析に反映さ
れる。

中実鉄筋

コンクリート

c-c断面

b-b断面

a-a断面

b-b断面と同様

C-c断面と同様
疇,....'疇9疇9

各解析断面位置（汀線平行）

※ 地中連続壁部は地盤改良体（薬液注入）として扱う

せん断応力

すべり

せん断
ひずみ

ーてf

t
r
 

ヽ

＼t7
 

•—→頂版鉄筋コンクリート 一体挙動（同一要素）

すべり

中実鉄筋コンクリートと地
•→中連続壁部（地盤改良体

（薬液注入））の接続

鋼管杭と地中連続壁部
•• （地盤改良体（薬液注入））
の接伊

せん断バネ（地盤改良
体（薬液注入）の強度で
のすべりを模擬）

せん断バネ（地盤改良
体（薬液注入）の強度で
のすべりを模擬）

ks=1.0X106 (kN/m) 
てf：地盤のせん断強度

•—一●周辺地盤 一体挙動（同一要素）
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2-2.耐震設計方針

(5)耐震設計における検討ケース
STEP3（構造成立性）で考慮する耐震設計における検討ケース選定の考え
方を以下に示す。

地盤改良体
（薬液注入）

・既工認の耐震評価では，主要構造部位に対し最も厳しい評価となったのは

， 地盤のばらつきケース④（豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液

状化させることを仮定したケース）の基準地震動Ss-D1入力時であった。

豊浦 地盤 よ標準砂 （平均Vs

Km層

地盤のばらつきケース④

地盤

地盤改良体
（薬液注入）

地盤

・耐震評価では，地盤の液状化・軟化により両基礎の変位差が大きくなり，

上部エや接合部への荷重負担が大きくなるが，構造変更後は基礎周辺を広

く地盤改良し周辺地盤は液状化しない設計条件となることから，右図に示

すとおり，地盤のばらつきケース④よりも地盤のばらつきケース③ （地盤

物性をーla低減させたケース）の方が周辺地盤の剛性を低く評価すること
となるため，両基礎の変位量が大きく算出される。

（平均Vs-1a) （平均Vs-1a) 

構造変更後の
設計条件にお
いては，地盤
のばらつき
ケース③が周
辺地盤の剛性
を最も小さく
評価する。

•以上より，耐震評価に当たっては，地盤のばらつきケース③の基準地震動

Ss-D1の入力で構造成立性を確認した。

Km層

地盤のばらつきケース③

①原地盤に基づく液状化強度特性を用いた

年析ケース（基本ケース
②地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) し

③地盤物性のばらつきを考慮 (-1a) し
た解析ケース

④地盤を強制的に液状化させることを仮定
した解析ケース

⑤原地盤において非液状化の条件を仮定し
た解析ケース
⑥地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) し
て非液状化の条件を仮定した解析ケース

令 99“Z7

両基礎の変位差は③，④に比較して小さい（既工認）

づく液状化強度特 1両基礎の変位差は③，④に比較して小さい（既工認）

原地盤のせん断波速度のば 1原地盤に基づく液状化強度特 ◎既工認において両基礎の変位差が比較的大きい

らつきを考慮(-1a) 性(-1a) 1以詈讐翡晶霜ぬ雲累悶虐五は讐賢誓；せた設定とする

敷地に存在しない豊浦標準 1敷地に存在しない豊浦標準砂
砂のせん断波速度 の液状化強度特性

原地盤のせん断波速度 液状化パラメータを非適用

原地盤のせん断波速度のば I液状化パラメータを非適用
らつきを考虜(+1a‘

既工認における基礎の変位が最大であるが，豊浦標準砂の液状化特
性を用いた強制的な液状化を仮定した評価であり，構造変更後は地
盤改良により周辺地盤は液状化しないことから両基礎の変位は小さ
くなる

両基礎の変位差は③，④に比較して小さい（既工認）

両基礎の変位差は③，④に比較して小さい（既工認）
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令 99“Z乃

3．耐津波・耐震設計の評価結果
3 -1.耐津波設計に係る評価結果
3-2.耐震設計に係る評価結果
3-3.耐津波・耐震評価結果のまとめ
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3-1．耐津波設計に係る評価結果

(1)耐津波設計に係る評価結果
• 前頁の検討ケースにて実施した防潮堤（鋼製防護壁）の耐津波設計に
係る評価結果を下表に示す。

・下表では，防潮堤（鋼製防護壁）の各構成部位における最も厳しい値
（最大照査値）を抽出して表記している。

①構造変更となる部位 最大照査値のうち1.00に近接しているものを赤字で記載

募 9魯 醤 照査項目；応力度及び断面力の種類 発生値 闘 照最査大値 は地り盤つのキ'-

醤］）クリ1、
南基礎 曲げ 鉄筋引張応力度(N/mm2) 265.8 478.5 0.56 地盤バネ4

南基礎 せん断 堤軸直交方向せん断力(kN) 214108 247591 0.87 地盤バネ4

北基礎 曲げ 圧縮応力度(N/mm2) 452.4 500.0 0. 91 地盤バネ4
鋼管杭

南基礎 せん断 堤(N軸/mm方2)向せん断応力度 45.3 285.0 0. 16 地盤バネ4

贔
鉄巻])立筋クリーてト

北基礎 曲げ Con圧縮応力度(N/mm2) 24.9 32.0 0. 78 地盤バネ2

工 北基礎 せん断 堤軸直交方向せん断力(kN) 17896 18916 0.95 地盤バネ1

杭頭 南基礎 仮面想(RRCC)断 鉄筋引張応力度(N/mm2) 632.5 660.0 0.96 地盤バネ4
接合部

頂版 北基礎 曲げ 鉄筋引張応力度(N/mm2) 603. 0 660.0 〇.92 地盤バネ5
鉄筋

堤せ軸ん及断び力堤(k軸N)直交方向合成])クリート 南基磋 せん断 29790 31712 0.94 地盤バネ5

②既工認から変更のない部位

雰 靡 醤 照査項目；応力度及び断面力の種類 発生値 闘 照最査大値 は疇らつのキし

< は 南基磋 引張 堤ト軸引張直応交方力度向(N/アmmン2)カーボル 216.2 355.0 0.61 地盤バネ5

揺]jクリーめト

南基礎 せん断 堤軸直交方向せん断力(kN) 224237 252547 0.89 地盤バネ5

工嘉
南基磋 水モー平メン回ト転 水平鉄筋応力度(N/mm2) 331. 4 478.5 0. 70 地盤バネ5

鋼製防 鋼な製い防←護と壁を確は認，済既工認の断面力を超えることが
護壁

全 "“ZZ万

ご堤噸l

堤外側

南

中詰鉄筋

コンクリート

防潮堤（鋼製防護壁）の各構成部位

①構造変更となる部位

► 「エ認設計モデル」は，地中連続壁部を
地盤として扱うため，基礎の剛性及び地

盤の抵抗面積が低減する。
► このように，地中連続壁を基礎として考
慮しない条件の下で，鋼管杭等による基

礎の構造変更を行うことにより，構造が

成立することを確認した。

②既工認から変更のない部位

► 既工認と同等の裕度を確保していること
を確認した。
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3-1．耐津波設計に係る評価結果

(2)中実鉄筋コンクリートの耐津波設計に係る考察

・ 防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更等による裕度の変化を確認するため，中実鉄筋コンクリートの裕度について既
工認との比較を実施した。

・ 比較対象は照査値が相対的に大きい南基礎とし，発生する断面力と必要鉄筋量（主筋）を比較することで，既工
認に対し，中実鉄筋コンクリートが津波時においてどのような応力状態かを確認する。

【既工認】堤軸直交方向の 堤軸直交方向の
軸力曲げモーメント せん断力

l゚5 o ロ -5 

-10 -10 

-15 -15 1 I I | | -15 

-20 -20 -20 

官 官 ＾ e 
a・・-25 a: -25 已 -25 

.ヽ... ←ヽ ←ヽ 

速庇 — 3 0 返廷 ー30 返粘 ー30

-J5 -35 -35 

-40 I -40 -40 

-45 -45 -45 

-5o I -50 -50 

-5000000 0 5000000 1000000, -400000 -200000 0 200000 40000 -sooooo-100000-300000-200000-IOOOOO O 

曲げモーメント (kN• m) せん断力 (kN) 軸力 (kN)

ー 構造変更後 一一既工認 ー 構造変更後 一 既工認 一 構造変更後 一 既工認

中実鉄筋コンクリートにおける
発生断面力※の比較（南基礎）

※上記の既工認の断面力は，地中連続壁部も含ん
だ解析モデルでの算定値

ケース

5
 

盤
ネ
地
バ

応力度の
種類

鉄筋引張
応力度

発生応力度
(N／間12)

393.9 

許容限界
(N/111112) 

478.5 

照査値

0.83 

【エ認設計モデル（構造変更後）】

鉛直鉄筋 SD490 ------→i 
地中連続壁部： D51@150-2段
中実鉄筋コンクリート： D51@150-15段
上記の合計： D51@150-17段

ケース

4
 

盤
ネ
地
バ

応力度の
種類

鉄筋引張
応力度

発生応力度
(N/1111112) 

265.8 

許容限界
(N／呵2)

478.5 

照査値

0.56 

・左記の断面力に対する必要鉄筋量はD51@150-8段
であり，既工認から大きく低減するが，後述する
保守的な評価である「残置影響評価」により，設
計鉄筋量を増強している。
・中実鉄筋コンクリートの耐津波評価における最大
照査値は既工認から低減する結果となった。
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3 -1. 耐津波設計に係る評価結果

(3)鋼管杭の耐津波設計に係る考察

鋼管杭の各最大照査値と断面力分布を以下に示す。
鋼管杭の曲げ照査（最大照査値抜粋）

応力度の種類
発生応力度 許容限界

照査値
地盤のば

(N/mm2) (N/mm2) らつき

圧縮応力度 452.4 500.0 0. 91 地盤バネ4
北基礎

420. 1 引張応力度 500.0 0. 85 地盤バネ5

圧縮応力度 434. 1 500.0 0.87 地盤バネ5
南基礎

引張応力度 393.4 500.0 0. 79 地盤バネ5

※本照査に対応した断面力分布を以下に示す。

軸力 堤軸方向せん断力
-43,842 _ -9,538 
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Eコ ：最大発生応力度での照査結果
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鋼管杭に対しては，特に浅部における応力集中が顕著であり，本発生断面力（曲げモーメント）に対応するため，橋

梁用高降伏点鋼板SBHS500を採用している。
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3 -1.耐津波設計に係る評価結果

(4)頂版鉄筋コンクリートの耐津波設計に係る考察

頂版鉄筋コンクリートの各最大照査値と断面力分布を以下に示す。

頂版鉄筋コンクリートの曲げ照査（最大照査値抜粋）

盟 応力度の種類 発(生N/応nvn力2)度 許(N容/mm限2界) 照査値 地盤の
ばらつき

悶
鉄筋引張応力度 402.8 478.5 0.85 地盤バネ5

北 Con圧縮応力度 6.4 32.0 0.20 地盤バネ5
基
堤軸 鉄筋引張応力度 603. 0 660.0 0.92 地盤バネ5礎
直交
方向 Con圧縮応力度 23.6 32.0 0. 74 地盤バネ5

堤軸 鉄筋引張応力度 432.3 478.5 0. 91 地盤バネ5

塁
方向 Con圧縮応力度 7. 1 32.0 0.23 地盤バネ5

堤軸 鉄筋引張応力度 384.6 478.5 〇.81 地盤バネ4礎
直交
方向 Con圧縮応力度 20.5 32.0 0.65 地盤バネ4

Eコ ：最大発生応力度での照査結果
※本照査に対応した断面力分布を以下に示す。

I西側 1

::~11111111111111• 

::-1111111 

□I-
髯

I東側 1
軸力(kN/m)
y方向

I西側 1

12血 一 4800:J 

960000 0000 i 400'.X) 

3200) 
3血

゜
24000 

-3000:J 1600) 

-600C() ,'̀  
8000 

-90000 

-, 20000 

-150000 ■ -800:J 

I東側 1
曲げモーメント(kN・m/m)

x軸回り（＋：上面引張ー：下面引張）

堤軸直交方向の断面力分布図

I西側 1

鼻

lll■CJ 
:9E! 

1東側 1
せん断(kN/m)
y方向

頂版鉄筋コンクリートの構造仕様（北基礎）

頂版鉄筋コンクリートに対しては，特に中実部側の剛域端におけ

る応力集中が顕著であり，本発生断面力（曲げモーメント）に対

応するため，高強度鉄筋5D685を採用している。
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3-1 ■ 耐津波設計に係る評価結果

(5)巻立て鉄筋コンクリートの耐津波設計に係る考察

巻立て鉄筋コンクリートの各最大照査値と断面力分布を以下に示す。

巻立て鉄筋コンクリートの曲げ照査（最大照査値抜粋） ］言9可］
応力度の種類

発生応力度 許容限界
照査値

地盤の
(N/mm2) (N/mm2) ばらつき

鉄筋引張応力度 410. 9 660.0 0.63 地盤バネ5
北基礎

Con圧縮応力度 24.9 32.0 0. 78 地盤バネ2

鉄筋引張応力度 394.3 660.0 0.60 地盤バネ5
南基礎

Con圧縮応力度 24.5 32.0 0. 77 地盤バネ2

Eコ ：最大発生応力度での照査結果
※本照査に対応した断面力分布を以下に示す。

軸力 堤軸方向せん断力
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鋼管杭及び巻立て鉄筋コンクリートに対しては，特に浅部における応力集中が顕著であり，本発生断面力（曲げモーメント）に対応す

るため，巻立て鉄筋コンクリートに高強度鉄筋5D685を採用している。杭頭接合部においても同様の設計状況となる。

令”“,~ 本資料中のEコは，商業秘密又は防護上の観点で公開できません。 37 



3-2.耐震設計に係る評価結果

(1)耐震設計に係る評価結果 ：スご｀呻

• 前頁の検討ケースにて実施した防潮堤（鋼製防護壁）の耐震設計に係る評価結 鯰側

果を下表に示す。
・下表では，防潮堤（鋼製防護壁）の各構成部位における最も厳しい値（最大照
査値）を抽出して表記している。

①構造変更となる部位

雰 冒魯 誌 照査項目；応力度及び断面力の種類 発生値 闘 照最査大値 晟嬰

醤Jノクリート
北基礎 曲げ 鉄筋引張応力度(N/mm2) 141. 8 435.0 0.33 ケース③

南基礎 せん断 堤軸方向せん断力(kN) 164626 228260 0. 73 ケース③

北基礎 曲げ 圧縮応力度(N/mm2) 225.8 442.5 0.52 ケース③
鋼管杭

北基礎 せん断 堤軸直交方向せん断応力度(N/mm2) ケース③10.5 255. 0 0. 05 

贔工 巻鉄])立珂クJ て卜
北基礎 曲げ Con圧縮応力度(N/mm2) 3. 3 24.0 0. 14 ケース③

北基礎 せん断 堤軸直交方向せん断力(kN) 830. 7 3124.9 0. 27 ケース③

杭頭 北基礎 仮面想(RRCC)断 鉄筋引張応力度(N/mm2) 111. 4 600.0 0. 19 ケース③
接合部

頂版 北基礎 曲げ 鉄堤軸筋直引張交方応向力度(N/mm2)
鉄筋

353. 2 435.0 0.82 ケース③

］ンクリート 北基礎 せん断 堤軸直交方向せん断力(kN) 116157 442914 0.27 ケース③

②既工認から変更のない部位（上部エ，接合部）

昴答解析で得られる南北基礎天端の変位時
ゴ算出するため，構造成立性の確認におい

断面 相唱閤靡翡 相（既最対工大変認位） 卓恥 ,~つのき 以下の構造部位において
は，左記の相対変位を根
拠に，構造成立性を有し

>--

鴨
水平相対変位呈(mm) 4.6mm 4.3mm ケース③

” 
ていると判断した。

鉛直相対変位量(mm) 29.2mm 17. 3mm ケース③

堤軸 水平相対変位量(mm) 356.4mm 221.6mm ケース③
接合部：アンカーボルト

直交
上部エ：中詰め鉄筋コン

方向 鉛直相対変位量(mm) 12.0mm 19. 7mm ケース③ クリート，鋼製防護壁＿ 
全 99“Z7

南

中詰鉄筋
コンクリート

防潮堤（鋼製防護壁）の各構成部位

①構造変更となる部位

► 下部工における全ての照査項目におい
て，耐震の照査値は，耐津波の照査値

を下回る結果となった。

► 構造変更後の基礎構造においても，設
計上のクリテイカルケースは耐津波で

あることを確認した。

②既工認から変更のない部位

► 南北基礎の相対変位を根拠として，既
工認と同等の裕度を確保していること

を確認した。

38 



3-3.耐津波・耐震評価結果のまとめ

【評価内容】

・不具合が生じた地中連続壁部を基礎として使用しない設計とすることにより，防潮
堤基礎の剛性・耐力が確保できないため，その対策として「追加基礎（鋼管杭）」

及び「周辺地盤の地盤改良」を取り入れた構造に変更し，支配的な津波荷重に対し

て抵抗を期待する構造とした。

・地中連続壁部を地盤として扱った「エ認設計モデル」は，既工認と同様の門型構造
であり，荷重伝達メカニズムもほぼ同様であることから，基礎の仕様を確定する耐

津波評価では地盤のばらつきケースは全ケースで，耐震評価では地盤が軟化し，上

部エ・接合部仕様への影響が大きくなると考えられる解析ケースにて評価した。

【エ認設計モデル】

:1 竺:叶|：■地盤
巻立て鉄筋
コンクリート

鋼管杭

【評価結果】

・ 「エ認設計モデル」による耐震・耐津波評価の結果，各構造部位の発生応力度が許容応力度を下回ることから，
代表的な応力（断面力最大ケース）において，構造変更後の防潮堤は十分な安全性を確保し構造が成立する見通

しを得た（鋼管杭等新設の構成部位は，地中連続壁部を地盤として取り扱う「エ認設計モデル」にて構造が成

立することを確認した）。

• なお，中実鉄筋コンクリートの設計にあたっては，より保守的な評価となる地中連続壁部の残置影響評価結果を
反映した結果，既エ認における鉄筋量とほぼ同程度となった。

鉛直鉄筋

SD490 
D51@150-8段 ヘ

「エ認設計モデル」 「残置影響評価モデル」

令 99“zz 39 



令 99.. “,~ 

4.地中連続壁部の残置影響評価
4-1.地中連続壁部の残置影響評価方針
4-2.地中連続壁部の残置影響評価結果
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4-1.地中連続壁部の残置影響評価方針

(1)地中連続壁部の残置影響評価に係る検討フロー

地中連続壁部の残置影響を検討するに当たり， Phase1として，現状または将来的に想定すべき地中連続壁部の
不具合事象を整理した上で，その結果誘発される可能性のある事象について整理を行った。また， Phase2として，
地中連続壁部に想定される不具合事象による設計・施工の影響を整理した上で， Phase3として具体的な設計対応
についてとりまとめる。

Phase 1 
地中連続壁部の不具合事象については，既に施工不具合として確認済の項目に加え，経年劣

地中連続壁部の
不具合事象の整理

Phase 2 

影響あり

Phase3 

設計対応の検討

令 99ルZ万

化等，将来的に想定すべき事象も含めて抽出する。
Phase 1 (a) 確認された不具合事象及び想定される不具合事象
Phase 1 Cb) 将来的に想定すべき不具合事象
Phase 1 (c) 不具合事象により誘発される事象

影響なし

Phase 1で抽出した不具合事象（誘発事象）を踏まえ，防潮堤の
各構造部位への設計・施工に対する影響を検討する。

Phase 2で設計・施工影響があると評価した事象に対し，具体的な
設計方針を立案した上で，十分な保守性を有することを確認する。

41 



4-1. 地中連続壁部の残置影響評価方針

(2)地中連続壁部の不具合事象の整理 (1/3)
l 

Phase 1 
l 

地中連続壁部の不具合事象については，既に施工不具合として確認済の項目に加え，経年劣化等，将来的に想定す
べき事象も含めて抽出する。

Phase 1 (a)確認された不具合事象及び想定される
不具合事象

現状確認済の不具合事象（施工不具合）と地中連続壁工事
の不具合事象に係る文献を参考に不具合事象を評価

(1)コンクリートの未充填
(2)鉄筋の変形，破断，脱落等※1
(3)鉄筋の高止まり ※1鉄筋の破断や脱落

1. 5m 1 1 2. 4m 1 10. 7m 

粘
性
土

I Phase 1 (b) 将来的に想定すべき不具合事象

高経年化評価（コンクリート構造物及び鉄骨構造物の技術評価書）を
参考に，地中連続壁部に想定される経年劣化事象を評価

(4)経年劣化（鉄筋の腐食，コンクリートの中性化・塩分
浸透・凍結融解作用）

(5)工事への干渉（鋼管杭設置や地盤改良施工時における
変形鉄筋との干渉）
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錆び

中性化領域

I中性化譴行，不動態
被膜の破壊

鉄筋の錆びによる膨張
ひび割れ．剥離の発生

将来的に想定すべき不具合事象
（コンクリートの中性化）イメージ図
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4-1.地中連続壁部の残置影響評価方針

(2)地中連続壁部の不具合事象の整理 (2/3) I Phase 1 (c)不具合事象により誘発される事象
不具合事象がどのような状態の場合に防潮堤基礎に対して影響を及ぼすか整理し，誘発される事象を5つに分類した。

確認された発生事象及び想定さ
分類

れる発生事象，将来的に想定す 状態 不具合事象により誘発される事象
べき不具合事象

No※ 

(1)コンクリートの未充填 地震・津波時 地中連続壁部の一部区間が損傷し， 中実鉄筋コンクリートに局部的な応力集中が発生する。 1 

(1)コンクリートの未充填 地震・津波時 地中連続壁部の一部区間に大変形が生じ， 地中連続壁部のコンクリートの破損部が鋼管杭に接触する。 2 

(1)コンクリートの未充填 地震・津波時 地中連続壁部の一部区間に大変形が生じ， 地中連続壁部のコンクリートの破損部が周辺構造物に接触する。 2 

(1)コンクリートの未充填 地震・津波時 地中連続壁部の一部区間に大変形が生じ， 地中連続壁部のコンクリートの破損部が中実鉄筋コンクリートとの境界部に局
2 

所的な損傷を引き起こす。

(1)コンクリートの未充填 常時 地中連続壁部の鉄筋やコンクリートが劣化し， 隣接する中実鉄筋コンクリートヘも塩分浸透等（劣化）を発生・進展させ
4 

(4)経年劣化 る。

(2)鉄筋の変形等 地震・津波時 地中連続壁部が一部区間で損傷し， 中実鉄筋コンクリートに局部的な応力集中が発生する。 1 

(2)鉄筋の変形等 地震・津波時 地中連続壁部の鉄筋が地山側へ露出することにより，鉄筋が腐食して地中連続壁の一部区間が損傷し， 中実鉄筋コンク
1 

(4)経年劣化 リートに局部的な応力集中が発生する。

(2)鉄筋の変形等 地震・津波時 地中連続壁部の一部区間に大変形が生じ， 地中連続壁部のコンクリートの破損部が鋼管杭に接触する。
2 

(2)鉄筋の変形等 地震・津波時 地中連続壁部の一部区間に大変形が生じ， 地中連続壁部のコンクリートの破損部が周辺構造物に接触する。
2 

(2)鉄筋の変形等 常時 地中連続壁部の鉄筋が地山側へ露出することにより，鉄筋の腐食が加速して地中連続壁部のコンクリートにひび割れ等が
4 

(4)経年劣化 発生し， 隣接する中実鉄筋コンクリートヘもひび割れ等を発生・進展させる。

(2)鉄筋の変形等 常時 地中連続壁部の鉄筋が地山側へ露出することにより， 設計範囲の地盤改良や鋼管杭が施工できない。
5 

(5)工事への干渉

(2)鉄筋の変形等 地震・津波時 地中連続壁部の鉄筋が地山側へ露出することにより， 露出した鉄筋が地震・津波時に鋼管杭に接触する。 5 

(1)コンクリートの未充填 地震・津波時 不具合が同一深度に集中し， 中実鉄筋コンクリートも含め一面せん断破壊する。
3 

(2)鉄筋の変形等

(3)鉄筋の高止まり 地震・津波時 無筋となる箇所が引張・せん断により損傷し， 中実鉄筋コンクリートに局部的な応力集中が発生する。 1 

令 99`ヴワh 43 



4-1.地中連続壁部の残置影響評価方針

(2)地中連続壁部の不具合事象の整理 (3/3) I Phase 1 (c)不具合事象により誘発される事象

口

鉄筋

一

地中連続壁の一部区間が損傷し，
中実鉄筋コンクリートに局部的
な応力集中が発生する。

□ I 経年劣化の進展に関する影響 I

·— 

鉄筋

地中連続壁部の一部区間に大変形が
生じ， 地中連続壁部のコンクリート
の破損部が鋼管杭等に接触する。

地中連続壁部

鋼管杭

地中連続壁部の不具合が同一深度に集
中し，地中連続壁部と中実鉄筋コンク
リートも含め一面せん断破壊する。

― n
 

立
口壁

筋鉄
冒
闊

”

[

 
露出した鉄筋により地盤改
良等の施工ができない，ま
たは地震時等に鋼管杭に接
触する。

令 "“Z 44 



4-1．地中連続壁部の残置影響評価方針

(3)不具合事象による設計・施工影響の整理 (1/2)
l 

Phase 2 
I 

Phase 1で抽出した誘発事象を踏まえ，防潮堤の各構造部位の設計・施工への影響を検討する。

不具合事象 ＿ 1 

(1)コンクリートの未充填

ー ノ

地中連続壁の一部区
間が損傷し，中実鉄
筋コンクリートに局~I 強度低下 i-·►1 部的な応力集中が発

(2)鉄筋の変形等

｀ 

1(3)鉄筋の高止まり | •ー：

令 ＂，，，z

生する。

分類No.1 

分類No.2 

地中連続壁部の一部
区間に大変形が生じ，
地中連続壁部のコン
クリートの破損部が
鋼管杭等に接触する。 I I 

分類No.3 

地中連続壁部の不具
合が同一深度に集中
し，中実鉄筋コンク
リートも含め一面せ
ん断破壊する。

誘発事象による設計・施工影響の有無 I 

・地中連続壁部の地山側におけるコンクリートの充填状況が不明確で
あり，地中連続壁部の強度・剛性に不均一性が生じることが想定さ
れることから，これに伴う中実鉄筋コンクリートの発生断面力の変
動を，設計上適切に考慮する必要がある。

以下の理由から，地中連続壁部が単独で大変形し，隣接する鋼管杭
等に接触して想定外の荷重が発生することはない。
地中連続壁部は口の字で連結された構造体である。
地中連続壁部と頂版鉄筋コンクリートは縁切りされた構造であり，
上部エからの応力伝達が消失するため，地中連続壁部に津波荷重
等が集中することはなく大変形は生じない。
地中連続壁部が部分的に破壊したとしても， 中実鉄筋コンクリー
トは十分な強度を有する設計としている。
周辺地盤の地盤改良を行うため，側方流動は生じず大変形に寄与
する空間が形成されない。
地中連続壁部の中実部側の壁面を補修するため，中実鉄筋コンク
リートとの接触面は平滑化し，両者の局所的な接触による大変形
は生じない。

．．＝＝ ・ • 

影響あり
(Phase3へ）

影響はない
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4-1.地中連続壁部の残置影響評価方針

(3)不具合事象による設計・施工影響の整理 (2/2)
| l 

Phase 2 
l 

Phase 1で抽出した不具合事象を踏まえ，防潮堤の各構造部位への設計・施工影響を検討する。

不具合事象 I 

(4)経年劣化

（コンクリートの中性
化・塩分浸透．凍結融
解作用，鉄筋の腐食）

(5)工事への干渉

（鋼管杭設置や地盤改
良施工時における変形
鉄筋との干渉）

全 99“Z

|不具合により誘発される事象 I

分類No.4 

地中連続壁部の経年劣化によ
り，隣接する中実鉄筋コンク
リートヘも塩分浸透等（劣
化）を発生・進展させる。

分類No.5 

露出した鉄筋により地盤改良
等の施工ができない，または
地震時等に鋼管杭に接触する。

誘発事象による設計・施工影響の有無 l 

中実鉄筋コンクリートは鉄筋まで十分な被りを確保していることから，地
中連続壁部の経年劣化を仮定しても，中実鉄筋コンクリートに影響はない
・ コンクリートの中性化及び塩分浸透：地中構造物であるため，環境条件的
に劣化の可能性は低い。
・ 凍結融解作用：茨城県の沿岸部は凍害危険度が区分対象外である。
・鉄筋の腐食：地下水位以下にあり環境条件的に劣化の可能性は低い。

・鋼管杭と地中連続壁部との間は， 30~50cm程度の離隔を確保する。
・鋼管杭打設前に打設位置の置換を実施し，露出した鉄筋は撤去する。
・地盤改良（セメント系） ：改良範囲を掘削・置換するため，鉄筋が発見さ
れても撤去する。
・ 地盤改良（薬液注入） ：改良範囲に鉄筋が分布していても，地盤に薬液を
浸透させることから，改良の品質に支障を与えない。

一
影響はない

影響はない
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4-1. 地中連続壁部の残置影響評価方針

(4) 設計対応の検討 (1/3)
Phase3 

Phase 2で設計・施工影響があると評価した事象に対し，
ことを確認する。

具体的な設計方針を立案した上で，十分な保守性を有する

地中連続壁部の地山側におけるコンクリートの充填状況が不明確であることから，地中連続壁部の強度・剛性に不均一性が生じることを
想定して，これに伴う中実鉄筋コンクリートの発生断面力の変動を，設計上適切に考慮する必要がある。

【エ認設計モデル】
不具合のあった地中連続壁
部を構造部材として考慮せず，
強度・剛性の小さい地盤とし
た設計モデル

地
盤
中実鉄筋
コンクリ
ート

地
盤

巻立て鉄筋
コンクリート

地盤

鋼管杭

【残置影響評価モデル】
健全な地中連続壁部を仮定して最大限の発生断面力を
算定し，中実鉄筋コンクリートのみで構造を成立させる
保守的な設計モデル

地
中
連
続
壁
部

中実鉄筋
コンクリ
ート

巻立て鉄筋
コンクリート

地盤

鋼管杭

発生断面力：最大

地
盤
中実鉄筋
コンクリ
ート

＿］ 

地
盤

巻立て鉄筋
コンクリート

地盤

鋼管杭

【残置影響評価モデルのうち，局部的
な応力集中を仮定したモデル】
地中連続壁部の強度・剛性の不均一
性を網羅した設計となっていることを
確認するためのモデル

巻立て鉄筋
コンクリート

耐津波評価は，地盤のばらつきケースを全ケースで実施（評価で用いる津波は「敷地に遡上する津波」）
耐震評価は，地盤のばらつきケース③の基準地震動Ss-D1の入力で実施

※強度・剛性低下
の範囲は，中実鉄
筋コンクリートの
曲げモーメントが
概ね最大となり，
周辺地盤の剛性が

鋼管杭 大きく変化する標
高を区間境界とし
て設定

地盤



4-1. 地中連続壁部の残置影響評価方針

(4)設計対応の検討 (2/3)

残置影響評価モデルが中実鉄筋コ
ンクリートにおける発生断面力を保
守側に評価するメカニズムについて
以下に示す。

•津波時においては，上部工に作用
した津波荷重が頂版鉄筋コンク
リートを介して鉄筋コンクリート
部及び鋼管杭に分配されるが，こ
の分配比率は， 3つの基礎の剛比
（剛性の比率）による。

・残置影響評価モデルでは， 「地中
連続壁が健全な状態である」状態
を模擬しており，鉄筋コンクリー
ト部の剛比が最大となることから，
右図に示すように発生断面力が大
きく評価される。

•一方，残置影響評価モデルでは，
鋼管杭の剛比が相対的に小さくな
ることから，発生断面力はエ認設
計モデルに包絡されるものと考え
られる。

解析モデル
図と
基礎の剛比

発生断面力比較表（中実鉄筋コンクリート）

：下色］ ：F芦

各基礎の剛比のィ 地盤
メージを大・中・小 反力ニ⇒
，小）にて併記す ［王］

中実鉄筋
コンクリ
ート

⇒□
 

発生断面カ
イメージ図

地
中
連
続
壁
部

曲げモー
メント

⇒鋼管杭
残置する地中連

巨］ 続壁部の状態は
両者の間

せん断

鉄筋コンクリート部：小
鋼管杭：大

1J¥ 

、地盤

反力 ⇒

日

中実鉄筋
コンクリ
ート

言

地
中
連
続
壁
部

⇒鋼管杭

日

曲げモー
メント

せん断

l 1 1 9 

鉄筋コンクリート部：大
鋼管杭：小

（凡例）

----―， 中実鉄筋コンクリート＋地中連続壁部の断面カ
-------— 鋼管杭の断面カ

令 ”“Z7 48 



残置影響評価モデルのうち， 「局

部的な応力集中が起こる事象を仮
4-1.地中連続壁部の残置影響評価方針

(4)設計対応の検討 (3/3)
定したモデル」イメージ図 ー

【局所的な応力集中が起こる事象の仮定について】
防潮堤（鋼製防護壁）の残置影響評価においては，前述のとおり，地中連続壁部が耐力を発揮し荷重を
負担する「地中連壁部が健全である」状態の断面力を抽出し，これを中実鉄筋コンクリートのみの断面に
負担させることで，保守的な評価を実施する方針である。 境界

一方で， 吾＼＇ がi ‘,9士立の • |'の、：：：ーを，1 、した吾＼＇となっていることを顎るた位置 ．
め一立メ曰の • |' を至した Elム 叉参昭の吾＼＇を る ←ヽ 吾＼＇として口立、

な応力集中が起こる事象を仮定する）。本評価にて設定する剛性境界の考え方は以下のとおりである。
なお，本評価は中実鉄筋コンクリートの残置影響評価において最も厳しい結果となる耐津波評価の地盤
バネ4のケースに対して実施する。

T.P.+1.20m 

9E上Oュ051Il 。 部材の断面力が比較
北基礎

Ag2 口
地盤の剛性差により

~ ゚I ¥ ¥ T.P. -6. 38m 
-5 的大きく算出される

箇所を剛性境界とし

-5 (l 

¥ ¥ n II I I I I 
→ --1地盤の剛性差により

Ac 

Km 

-1 o I ¥ ¥ -111 I-り--t-1て設定

-1 s I ¥ ¥ I -IS If I I 

i l.lil 
^ E --、(1

＼＼ ~-:: 1u c.... 

、←..., -25 

畠＿:w 塁-3 (l 

-35 -. i f, 

-1(J -IQ 

-15 -• 1 ；； 

→9tl -50 
-5, 0110. 00llー：：．50り， IItk) 0 2,了[HI．収10 5. IIU). 1)(Itl 0 20()(l00 111()(I()9) 6I)()(JOO 8000(1U l()0)()00 I lOllOOO 

曲げモーメン ト (kN• m) 地盤剛性 (kN／m2)

ー エ認設計モデル
＿ 残匹影響評価モデル ー← 地盤バネ4

中実鉄筋コンクリートの堤軸直交方向
曲げモーメント図

収束剛性分布図

南基礎（中実鉄筋コンクリート）の断面力図
（地盤バネ4)

令 "“‘Z艮

Ac I 

Ag1 

Km 

-Ill I ＼ ＼ -In I-9―1部材の断面力が比較

-I" I ＼ ＼ 的大きく算出される
-15 H-1箇所を剛性境界とし

-29) -2。 て設定
＾ E ＾ E o: o: 

1 
一._: • —-‘e9 n r 、I-ーグ.‘ -~r, -

冒 —:9 1 1 隧藍ー3(I -

一：ぽ -3 5.  

T. P -39 55m 
.....重 /1, . ~ -··················· ,. .....,.....1·......... 璽"r ·

-1!i -1 5 

-C,t) 一可〇

T. P.-52.85m 
-5 5 -5 5 
-:,,()(10,000 -::,；；on. 9)()(1 0 2, 500, IX)l) 5. noo. ()1)0 0 2000l)0.JOIl{JOO Ii011(){)(1 8(IO(l[)(l lI1()(l{JrX)12()(・，fl(1n 

曲げモーメント (kN• m) 地盤剛性 (kN/m1)

ー エ認設計モデル →ー 地盤パネ4
一 残置影匿評価モデル

中実鉄筋コンクリートの堤軸直交方向 収束剛性分布図
曲げモーメント図

北基礎（中実鉄筋コンクリート）の断面力図

（地盤バネ4) -
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4-2.地中連続壁部の残置影響評価結果

(1)耐津波設計に係る残置影響評価結果

・ 防潮堤（鋼製防護壁）の耐津波設計に係る残置影響評価結果（局所的な応力集中を仮定した欠損ケース1,2を含む）を示す。
・ 下表では，防潮堤（鋼製防護壁）の各構成部位における最も厳しい値（最大照査値）を抽出して表記している。

①構造変更となる部位

工認設計モデル 残置影響評価モデル

募I靡 醤 照査項目；応力度及び断面力の種類 照最査大値 讚嬰 照最査大値 1欝嬰

醤]jりリーl、
南基礎 曲げ 鉄筋引張応力度(N/mm2) 0.56 地盤バネ4 （南） 0.90 地盤バネ4

南基礎 せん断 堤軸直交方向せん断力(kN) 0.87 地盤バネ4 （南） 0.97 地盤バネ4

鋼管杭＇ 北基礎
曲げ 圧縮応力度(N/rrvn2) 0.91 地盤バネ4 (1七） 0.66 地盤バネ5

＇南基礎 せん断 堤軸方向せん断応力度(N/nvn2) 0. 16 地盤バネ4 （南） 0.15 地盤バネ4

倉 巻鉄］ノ立筋クリーてト
北基礎 曲げ Con圧縮応力度(N/mm2) 0. 78 地盤バネ2 (1じ） 0.57 地盤バネ5

北基礎 せん断 堤軸直交方向せん断力(kN) 0.95 地盤バネ1 (~七） 0.57 地盤バネ1

杭頭
南基礎 仮面想(RRCC)断 鉄筋引張応力度(N/mm2) 0.96 地盤バネ4 （オ七） 0. 78 地盤バネ5

接合部

頂版 北基礎 曲げ 鉄筋引張応力度(N/mm2) 0.92 地盤バネ5 (:lt) 0. 63 地盤バネ5
鉄筋

堤成軸せ及んび断堤力軸(kN直)交方向合 l o. 94 I地盤バネ5I ］ンクリート 南基礎 せん断 （北） o.58 I地盤バネ5

②既工認から変更のない部位（上部エ，接合部）

工認設計モデル 残置影響評価モデル

募 喜魯 醤 応力度及び断面力の種類 照最査大値 ば地ら盤つのキ'- 照最査大値 ば地り盤つのキ'--， は 南基礎 引張 堤(N軸/mm直2)交方向引張応力度 0. 61 地盤バネ5 （南） 0.59 地盤バネ5

揺JJクリーめト

南基礎 せん断 堤軸直交方向せん断力(kN) 0.89 地盤バネ5 （南） 0.87 地盤バネ5

贔工
南基礎 水｛ー平メン回ト転 水平鉄筋応力度(N/mmり 0. 70 地盤バネ5 （南） 0.68 地盤バネ5

鋼製防 鋼←製と防を護確壁認済は， 既工認の断面力を超えることがない
護壁

最大照査値のうち1.00に近接しているものを赤字で表記

全 ”“zzレ

局所的な応力集中の仮定※

晶 I ，唇累
（南） 0.69

南基礎

北基礎

欠損ケース1

※本評価は，残置影響評価に
おいて最大照査値となる中
実部にて，地盤バネ4を対象
に実施する方針とする。

北基礎

欠損ケース2

► 残置影響評価では，地中連壁基礎部の断面力を
負担する中実鉄筋コンクリートのみが厳しい照

査値となる結果となったが，許容限界を満足し

ていることを確認した。

► 局所的な応力集中を仮定したモデルにおいては，
残置影響評価に包絡される結果となり，設計上

有意な影響が無いことを確認した。
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4-2.地中連続壁部の残置影響評価結果

(2)耐震設計に係る残置影響評価結果

・防潮堤（鋼製防護壁）の耐震設計に係る残置影響評価結果を示す。
・下表では，防潮堤（鋼製防護壁）の各構成部位における最も厳しい値（最大照査値）を抽出して表記している。
①構造変更となる部位 最大照査値のうち1.00に近接しているものを赤字で表記

工認設計モデル 残置影響評価モデル 【耐震設計における‘‘局所的な応力集中

屠 靡 醤 照査項目；応力度及び断面力の種類 照最査大値 ば地ら盤つのキ'- 照最査大値 は地ら盤つのキ'-
の仮定’'について】

中実 北基礎 曲げ 鉄筋引張応力度(N/mmり 0.33 ケース③ (:l七） 0.39 ケース③ 前頁の耐津波設計において‘‘局所的な

鉄Jノ筋クリート 南基礎 せん断 堤軸方向せん断力(kN) 0. 73 ケース③ （南） 0.92 ケース③ 応力集中の仮定’'が残置影響評価に包絡

北基礎 曲げ 圧縮応力度(N/mm2) 0.52 ケース③ （オt)0.44 ケース③
されることを確認したことから，耐震設

鋼管杭
北基礎 せん断 堤軸直交方向せん断力(N/mm2) 0.05 ケース③ （オヒ） 0.06 ケース③

計においても同様の結果が得られるもの
と考える。

贔工
巻立て 北基礎 曲げ Con圧縮応力度(N/mm2) 0. 14 ケース③ 鉄筋引（張南応）力0.度15 ケース③ 以上より，耐震設計における‘‘局所的
鉄Jノ筋クリート

北基礎 せん断 堤軸直交方向せん断力(kN) 0.27 ケース③ （オ七） 0.36 ケース③
な応力集中の仮定’'については，今後の
設計進捗を踏まえ必要に応じて実施する

杭頭 北基礎 巻RC立部て 鉄筋引張応力度(N/mm2) 0. 19 ケース③ （南） 0.27 ケース③ 方針とする。
接合部

頂版 北基礎 曲げ 堤鉄軸筋引直張交方応向力度(N/mm2) 0.82 ケース③ （南） 0.51 ケース③
鉄筋
Jンクリート 北基礎 せん断 堤軸直交方向せん断力(kN) 0.27 ケース③ （南） 0.18 ケース③

②既工認から変更のない部位（上部エ，接合部） ► 耐震設計に係る残置影響評価では，地中連壁基礎
上部エの発生応力や接合部の発生断面力は，地震応答解析で得られる南北基礎天端の変位時 部の断面力を負担する中実鉄筋コンクリートに加
刻歴を入力として実施する上部エの動的解析によって算出するため，構造成立性の確認におい

え，鋼管杭等についても一部エ認設計モデルを上
ては南北基礎の相対変位を参照する。

回る照査値を確認した（残置影響評価モデルは，

断面 畠翡協 嚇舟 （残贋最蒻大畠面） は囃りつのキし
以下の構造部位において

地中連続壁部を考慮することで鋼管杭と鉄筋コン
は，左記の相対変位を根

4.6mm 4.3mm ケース③

” 
拠に，構造成立性を有し クリート基礎の離隔が小さくなるため，鉄筋コン

精
水平相対変位量(mm)

ていると判断した。 クリート基礎からの地震時慣性力による応力伝達
鉛直相対変位量(mm) 29.2mm 16.0mm ケース③

が大きくなり，エ認設計モデルと比較して杭等の
接合部：アンカーボルト

堤軸 水平相対変位量(mm) 356.4mm 210. 5mm ケース③
上部エ：中詰め鉄筋コン 断面力がわずかに増加したものと考えられる）。

直交
方向 鉛直相対変位量(mm) 12.0mm 21.5mm ケース③ クリート，鋼製防護壁 ► ただし，鋼管杭等の照査値は十分な余裕があるこ

とを確認した。
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4-2.地中連続壁部の残置影響評価結果

(3)残置影響評価結果のまとめ

【評価内容】
・地中連続壁部の残置による影響として， 「エ認設計モデル」に対して，地中連続壁部＋中実鉄筋コンクリートがよ
り抵抗力を受け持ち，より大きな発生断面力が生じる可能性がある。一方で，地中連続壁部の抵抗力は不確かな部分
があるため，健全な地中連続壁部を仮定して最大限の発生断面力を算定し，中実鉄筋コンクリートのみで構造を成
立させる保守的なケースを「残置影響評価モデル」として設計に考慮した。

• また，地中連続壁部の強度・剛性の不確かさの考慮として，中実鉄筋コンクリートの曲げモーメントが概ね最大とな
る位置に強度・剛性低下（健全部と地盤の境界）を想定した評価も行った。

【評価結果】
・ 「残置影響評価モデル」による評価の結果，中実鉄筋コンクリート及び地中連続壁部に発生する保守的な断面力が，
中実鉄筋コンクリートのみの小さい断面で受け持たせる設計としても，主鉄筋等を増強することで構造が成立する
見通しを得た（この配筋に基づき施工する）。
・残置影響評価のうち「局部的な応力集中が起こる事象を仮定した評価モデル」による評価の結果でも，中実鉄筋コ
ンクリートの照査値は残置影響評価モデルを上回ることはなく，構造が成立する見通しを得た。

• 以上のことから，地中連続壁部を残置した状況においても，構造変更後の防潮堤は十分な安全性を確保した設計に
より構造が成立する見通しを得た。

【エ認設計モデル】

:1中翠細1:
コノクリ
ート
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巻立て鉄筋
コンクリート

地盤

鋼管杭

地
中
連
続

壁
部

【残置影響評価モデル】

【断面力算定】 【部材照査】

残置影響評価のうち， 「局部的な応力集
中が起こる事象を仮定した評価モデル】

巻立て鉄筋
コンクリート

中実鉄筋
連中 コンクリート
地I 巻立て鉄筋
1= ＇ 

巻立て鉄筋
中実鉄筋 地 コンクリート

ーコントクリ 盤■ 地盤コンクリ
続壁 地盤ート 地盤
部

＇ 
L— 

鋼管杭 ― 二 ベ 鋼管杭

発生断面力：最大 地中連続壁部
鋼管杭
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5.今後の予定

STEP3で代表的な応力により構造成立性を確認したため，今後， STEP4では全ケースでの耐震・強度計算書について
確認を行うとともに，地盤改良体が周辺施設に与える影響の検討結果や地盤改良体の品質管理方法等について説明する。

審査会合（第1309回）

STEP 1 

●構造変更案
の概要

► 構造変更案の概
要（追加基礎・
地盤改良の追
加）

► 今後の説明の流
れ

令 99石ZZ

STEP 2 

●基本方針の設定※1
【耐震・耐津波評価】の基本方針
► 要求性能と設計評価方針

審査会合（第1329回）

► 検討モデル（鋼管杭，地盤改良，頂版鉄筋コンクリート，地盤バネ
群杭の扱い等）

► 評価フロー，評価項目
► STEP3で示す耐震評価に係る構造成立性の評価方法

【影響評価】の基本方針
► 地中連続壁の残置影響に係る評価ロジック，評価条件，評価方針
及び保守性の整理

► 追加基礎・地盤改良による周辺施設への影響に係る評価項目，
評価方法，周辺施設の詳細情報

【施工性・検査】の基本方針
► 追加基礎・地盤改良の施工方法と設計への反映事項の整理
► 品質確保のための検査項目（品質管理目標）
► 地盤改良（薬液注入）の性能目標，物性値

●構造成立性の見通し
【耐津波評価】の結果※2
► 代表的な応力（断面力最大ケース）による各部の照査

今回の審査会合

STEP 3 
●構造成立性
【耐震・耐津波評価】の結果
► 代表的な応力（断面力最大ケース）によ
る各部の照査

【影響評価】の結果
► 代表的な応力（断面力最大ケース）によ
る地中連続壁の残置影響評価

STEP 4 
●詳細検討結果（補足事項含）
【耐震・耐津波評価】の結果

► 全解析ケースLよる各部の照査

【影響評価】の結果
► 地中連続壁部の残置影響評価
► 追加基礎・地盤改良による周辺施設への
影響評価

【施工性・検査】の確認結果
► 地盤改良物性値（ばらつき，液状化強
度）に係る試験確認

※1 STEP2で設定した基本方針に基づき構造成立性の確認 (STEP2,3),詳細検討 (STEP4)を実施する。
53 ※2 構造変更する基礎に対して，最も厳しい荷重条件である耐津波時（重畳時）を代表ケースとして見通しを確認する。


